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メッセージ

皆さまには、平素から郵便局、郵便貯金をご利用いただき、誠にありがとうございます。
このたび、平成17年度（2005年度）における郵便貯金の経営の状況、平成18年度（2006年度）

における課題への取組などについて皆さまにご理解していただくため、ディスクロージャー誌「郵
便貯金2006」を作成いたしました。本書を通じまして、郵便局、郵便貯金に対するご理解を深め
ていただければ幸いです。

平成17年度の総括
アクションプラン・フェーズ2のスタート

日本郵政公社は、平成15年の設立以来、経営理念と3つの経営ビジョン（①真っ向サービス、②
健全な経営基盤、③明るく将来展望を持てる働きがいのある公社）を掲げ、4年間の中期経営目
標・中期経営計画を確実に達成するための「アクションプラン」（行動計画）を策定し、抜本的な
改革を推進しております。
平成17年度は、アクションプラン・フェーズ2（後半2年間の行動計画）スタートの年として、郵
便貯金事業においては、郵便局がご家庭のメインバンク、「ファミリーバンク」として今まで以上
にご愛顧いただけるよう、その機能の充実に取り組んでまいりました。とりわけ、平成17年10月
よりスタートした郵便局での投資信託の販売は、「ファミリーバンク」としてコンサルティング機
能の充実を目指す郵便局の、正に真価が問われるプロジェクトであり、販売にあたっては、役職員
全員が一丸となってコンプライアンスの徹底に取り組んだ結果、順調なスタートを切ることができ
ました。同時に、これからの郵便貯金事業においても、不断の努力によって、お客さまサービスの
一層の向上を目指すという決意を新たなものにいたしました。

平成17年度の郵便貯金の決算

平成17年度の郵便貯金事業においては、引き続きALM（Asset liability management：資産負債
の総合管理）の観点から計画的な営業推進を行った結果、ならびに、個人金融市場の健全化の影響
によって、年度末の郵便貯金残高は200.0兆円（前年度比14.1兆円減）となりました。これに伴い、
資金収支は減少傾向にありますが、投資信託販売等による手数料収入の拡大や、業務運営の効率化
による経費削減に努めた結果、金銭の信託運用益のほか特殊要因を除く利益については、1兆897
億円（前年度比236億円増）を計上することができました。
この他、減損損失（995億円）や日本郵政株式会社株式譲渡損（3,000億円）などの特殊な損失

要因がありましたが、一方で株価の上昇等により金銭の信託運用益が大幅に増加したため、平成
17年度の郵便貯金の当期純利益は1兆9,304億円（前年度比7,208億円増）となりました。

平成18年度の取組
日本郵政公社は、平成17年10月21日に公布されました郵政民営化関連法により、平成19年10月
1日に民営・分社化することとなりましたが、民営・分社化後においても、現在の日本郵政公社の
3つの経営ビジョンは、よりよく達成されるべきものであると考えております。平成18年度の郵便
貯金事業においても、民営・分社化以降のさらなる成長・発展に向けて経営の質を高めるため、ア
クションプラン・フェーズ2の目標達成に全力で取り組んでまいります。



ICカードの導入（平成18年10月予定）

近年、様々な手口による金融犯罪が発生しており、金融機関においては、利便性の向上ととも
に、お客さまからお預かりしている金融資産の保護が急務となっております。郵便貯金において
も、こうした事業を取り巻く環境を踏まえ、平成18年10月に、指静脈認証方式を採用したICカー
ド（キャッシュカード、ジョイントカード）の導入を予定しています。
郵便貯金ホームページでの金融犯罪に関するお客さまへの注意喚起の取組等とあわせて、今後も
お客さまとの安全・安心なお取引関係の構築に努めてまいります。

コンプライアンス・リスク管理体制の高度化

日本郵政公社はこれまで、経営上必要な内部統制システムの整備を推進してきたところですが、
民営・分社化も展望しつつ、公社の内部統制全般について、改めて組織横断的な検討を行うため、
平成18年5月に「内部統制強化本部」を設置いたしました。郵便貯金事業においても、金融機関と
しての市場競争力を強化するため、より高度なコンプライアンス・リスク管理体制の早期確立を目
指し、検討を進めてまいります。

終わりに
郵便貯金事業は、これからも金融機関としての態勢整備に努め、お客さまに身近な郵便局・ATM
ネットワークを活用した、利便性の高い金融サービスの提供を目指してまいります。また、お客さ
まからお預かりした資金の安全・確実な運用に努めるとともに、ALMやリスク管理を適切に行う
ことによって、健全経営の確保に全力で取り組んでまいります。
今後とも、なお一層のご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成18年8月

日本郵政公社　金融総本部

郵便貯金事業本部長 斎尾　親徳



本誌内の表中の数値及びパーセント表示は、単位未満の端数を四捨五入して表示していますが、財務諸表計数
（郵便貯金残高を除く）等については、単位未満の端数を切り捨てて表示しています。
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